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安全保障輸出管理における自己申告書の提出について（依頼） 

 
 
 
近年、国際的な人的交流や海外の大学や研究機関等との共同研究など、国際的な学術交流、

研究活動が活発化しています。その一方で、技術が流出し、図らずも大量破壊兵器等の開発

等に関わってしまうことのないよう、本学においても「外国為替及び外国貿易法」（外為法）

に基づき、貨物や技術の適切な管理を実施しております。 

外為法では、外為法で管理されている軍事転用可能な機微技術や貨物、情報を外部へ提供す

る場合、事前に経済産業大臣へ許可を申請することが定められています。もし申請すべきも

のをしていなかった場合には罰則等が科せられます。 

さらに、2022 年 5 月 1日の外為法改正により、大学が新たに教員の皆様を雇用する際、下

記「類型該当性について」の図にお示しするような技術提供に該当するか否かを自己申告い

ただく形で確認することが求められています。 

つきましては、これらの趣旨をご理解いただき、別添「自己申告書」を提出いただきますよ

うお願いいたします。 

 

 なお、今後該当すると思われる技術や貨物、情報を外部へ提供される場合、また外国籍の

学生を受け入れる場合には、下記「３輸出管理手続き：本学のフロー」に従って「事前確認シ

ート」の提出が必要となります。併せてご留意くださいますようお願いいたします。（詳細に

ついては本学の安全保障輸出管理 Web ページよりご確認ください） 

 

 
 
 

【自己申告書の提出先】 
                          人事課 
 

【安全保障輸出管理に関する問合せ先】 
 研究・産学連携推進課 
 知財・契約担当 
 export_c@yokohama-cu.ac.jp 

 
 
 
 
 
 



1.安全保障輸出管理とは 

  
 <リスト規制＞                 ＜キャッチオール規制＞ 

   -兵器そのもの                 -左記に該当するもの以外で、その⽤途 
  -兵器もしくはその⼀部になりそうな⾼い性能   や需要者(相⼿⽅)に兵器の開発に関する 

を持つ汎⽤品・技術              懸念がある場合 
  -兵器の開発などにも利⽤できる⾼い性能 

を持つ汎⽤品・技術 
 
【注意】万⼀、不注意で、許可を取得すべき貨物や技術を無許可で輸出・提供を⾏ってしまった
場合、輸出（提供）者に刑事罰(懲罰 10 年以下、罰⾦ 個⼈ 3000 万円以下)、⾏政制裁(3 年以内の
貨物の輸出・技術の提供の禁⽌)を受ける可能性があります。 
 
 
2.大学における輸出管理の対象場面  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○武器そのものの他、⽣物兵器の原料となる微⽣物や⾼性能な⼯作機械など、軍事的に転⽤
されるおそれのある物が、⼤量破壊兵器の開発や製造等を⾏う者やテロリスト集団など、懸
念活動を⾏うおそれのある者に渡らないようにする国際的な取組みです。 
 
○⽇本においては、「外国為替及び外国貿易法」(外為法)に基づき、輸出管理を⾏っています。 
以下の規制に該当する技術の提供や貨物の輸出は、経済産業⼤⾂の事前の許可が必要です。 



3.輸出管理手続き：本学のフロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４.類型該当性について 
 
◯外為法では 2022 年 5 ⽉ 1 ⽇より、⾮居住者（⽇本⼊国後６ヶ⽉以内等）の他に、類型的に⾮居
住者の⾮常に強い影響下にある者（特定類型といいます）に対し、外為法で管理されている軍事
転⽤可能な機微技術に触れる可能性がある場合には経済産業⼤⾂への許可申請が必要としていま
す。 
 
◯特定類型について 

①契約に基づき、外国政府等・外国法⼈等の⽀配下にある 
 例：・外国の⼤学と兼業（クロスアポイントメントを含む）をしている 
   ・外国の企業（×外資系企業）に勤務している 

 
②経済的利益に基づき、外国政府等の実質的な⽀配下にある 
例：・外国政府から留学資⾦の提供を受けている 

   ・外国政府の理⼯系⼈材獲得プログラムに参加し、個⼈として多額の研究資⾦や
⽣活費の提供を受けている 

 
経済産省からのご協⼒のお願い「みなし輸出」管理の明確化について「⼤学・研究機関の教職員等の⽅向け」⼀部抜粋 

 

 

 


